
 

（総則） 

第１条 発注者および受注者は､この契約に基づき､設計図書(別冊の図面､仕様書)に従い､日本

国の法令を遵守し､頭書の業務委託料をもって、頭書の期限までに頭書の契約内容を履行しな

ければならない。 

 （権利義務の譲渡等） 

第２条 受注者は、この契約により生じる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させて

はならない。 

２ 受注者は、この契約内容の全部または大部分を第三者に請け負わせてはならない。 

３ 前２項は、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。 

 （秘密の保持） 

第３条 受注者は、業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

 （検査） 

第４条 受注者は、この契約を履行したときは、発注者に完了届書を提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による完了届の提出があったときは、その日から１０日以内に発注者

または、発注者が検査を行うものとして定めた職員により検査を行わなければならない。 

３ 前項の検査は、受注者または受注者の代理人の立会いのうえ行うものとする。ただし受注者

または受注者の代理人が検査に立会わないときは、発注者のみで行うことができる。 

４ 第２項の検査に合格しないときは、受注者は遅滞なく修補または改造を発注者の指示に従い

速やかに行わなければならない。 

 （業務委託料の支払時期） 

第５条 発注者は、前条の検査終了後（前条第４項の修補または改造があったときは、修補また

は改造を発注者が完了確認した後）において、発注者が受注者から適法な支払請求書を受理し

た日から３０日以内に業務委託料を支払う。 

 （延滞利息・延滞金・違約金その他の損害金） 

第６条 発注者が、前条第１項の支払時期到来の日までに業務委託料を支払わないときは、その

翌日から支払った日までの日数に応じて、当該未払金に対し契約締結の日における政府契約の

支払遅延防止等に関する法律(昭和２４年法律第２５６号)第８条第１項の規定に基づき財務

大臣が決定する率(以下「遅延利息率」という。)で計算した延滞利息を支払うものとする。 

２  受注者が、期限内に契約内容を履行しなかった場合は、業務委託料から既に引き渡した部分

に相応する業務委託料を控除した額につき､遅延日数に応じ､遅延利息率で計算した額を延滞

金として発注者に支払うものとする。 

３  発注者が、契約条項第７条により契約を解除したときは、業務委託料の１００分の１０に相

当する金額を違約金として徴収する。ただし、受注者の責めに帰することができない事由によ

るものであるときは、この限りでない。 

４  受注者が、この契約履行中第三者に損害を及ぼしたときは、受注者の負担において賠償する

ものとする。ただし、その損害の発生が発注者の責めに帰すべき事由による場合は、発注者の

負担とし、天災その他不可抗力により発生した損害については、発注者と受注者とが協議して

その負担額を定めるものとする。 

 （契約の解除） 

第７条 発注者は、受注者が次の一に該当するときは、催告をしないで契約を解除することがで

きる。 

（１）契約期限内に契約を履行する見込がないとき。 

（２）契約の履行につき、不正の行為をしたとき。 

（３）正当な理由がなくて、関係職員の指示監督に従わなかったとき。 

（４）この契約に違反し、発注者が相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、受注者がその

違反を是正しないとき。 

（５）受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、

受注者が法人である場合にはその役員、その支店または営業所等の代表者その他経営に実

質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団（暴力団員による

不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力



 

団をいう。（以下この号において同じ。））または暴力団員（同法第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下この号において同じ。）であると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持もしくは運営に協力し、または関与していると認

められるとき。 

二 役員等が、暴力団または暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

へ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約の相手方としていた場

合（へに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受

注者がこれに従わなかったとき。 

２ 契約を解除したときの精算業務委託料は、発注者と受注者とが協議して定める。 

（談合行為等に対する措置） 

第８条 受注者は、次の各号のいずれかに該当したときは、この契約およびこの契約に係る変更

契約による業務委託料（単価契約の場合は支払金額）の１０分の１に相当する額を、賠償金と

して、発注者に支払わなければならない。この契約による委託業務が完成した後においても同

様とする。 

（１）公正取引委員会が、この契約に係る入札に関して、受注者が私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下第２号までにおいて「法」という。）

第２条第６項の不当な取引制限をし、法第３条の規定に違反する行為がある、またはあった

として、法第７条第１項もしくは第２項（法第８条の２第２項および法第２０条第２項にお

いて準用する場合を含む。）、法第８条の２第１項もしくは第３項、法第１７条の２または

法第２０条第１項の規定による命令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、この契約に係る入札に関して、受注者が法第２条第６項の不当な取引

制限をし、法第３条の規定に違反する行為がある、またはあったとして、法第７条の２第１

項（同条第２項および法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定によ

る命令が確定したとき。 

（３）この契約に係る入札に関して、受注者（受注者が法人である場合にあっては、その役員ま

たは代理人、使用人その他の従業者）に対し、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の

３の規定による刑が確定したとき。 

（４）その他この契約に係る入札に関して、受注者が前３号の規定による違法な行為をしたこと

が明白となったとき。 

２ 前項に規定する場合においては、発注者は、契約を解除することができる。この場合におけ

る契約解除に係る違約金の徴収については、第６条第３項および第７条第２項の規定を準用す

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、発注者に生じた損害の額が同項に規定する賠償金の額を超える

場合においては、超過分につき賠償を請求することを妨げるものではない。 

４ 前各項に関する事項については、前条の規定にかかわらず、発注者は訴訟によって解決を求

めることができる。 

 （契約外の事項） 

第９条 この契約に定めのない事項については、草津栗東行政事務組合契約規則（令和４年草津

栗東行政事務組合規則第１５号）およびその他関係諸法令の定めるところによるもののほか、

発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 


